
令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（農林水産省畜産局食肉鶏卵課） 

項 目 名 肉用牛の売却による農業所得の課税の特例 

税 目 所得税（措法 25）、法人税（措法 67の 3） 

要

望

の

内

容

肉用牛の売却による農業所得の課税の特例の適用期限を３年延長すること。 

［現行制度の概要］ 
農業を営む個人又は農地所有適格法人が飼育した肉用牛を、家畜市場、中央卸売市場、農
林水産大臣が認定した食肉市場等において売却した場合又は飼育した生後１年未満の肉用
子牛を農林水産大臣が指定した農業協同組合若しくは同連合会に委託して売却した場合、
１頭当たりの売却価額 100 万円（交雑種は 80 万円、乳用種は 50 万円）未満の肉用牛又は
高等登録牛であって、その肉用牛の頭数の合計が 1,500 頭以内であるとき、その肉用牛の
売却により生じた農業を営む個人の事業所得に対する所得税は免除、農地所有適格法人に
あっては、利益の額を損金の額に算入する。 

 平年度の減収見込額 －  百万円 

(制度自体の減収額) (▲10,000 百万円)

(改 正 増 減 収 額) ( －  百万円)

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由

⑴ 政策目的

 本特例措置は、我が国の肉用牛経営が本特例措置を活用することにより、「食料・農
業・農村基本計画（令和２年３月閣議決定）」（目標年度令和 12 年度）において定めてい
る、牛肉需要の長期見通しに即した牛肉の生産数量の目標達成に向け、規模拡大等による
経営体質の強化により経営の安定化を図り、国民から求められる国産牛肉の安定供給を確
保するとともに、離島、山村地域等条件不利地域を含む国土保全・有効活用、雇用の創出
等による地域経済の活力の維持、「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」において重点
品目に選定された牛肉の輸出拡大に資する。 

⑵ 施策の必要性

 肉用牛経営は、施設や肉用牛への多額の投資が必要な一方、繁殖雌牛が妊娠・分娩し、
肥育・出荷するまで３年以上を要するなど飼養期間が長く、投資した資金の回転が遅い上
に、景気変動等による牛枝肉価格や子牛価格の変動の影響を受けやすい。 

また、高齢化に伴う離農が進展する中、中国における需要増加や昨今のウクライナ情勢
に伴う飼料穀物の価格高騰による生産コストの増加や、国際経済連携協定に基づく段階的
な関税削減の影響が懸念されるなど、肉用牛経営は引き続き厳しい環境にある。 

さらに、「食料・農業・農村基本計画」に掲げた令和 12 年度までに５兆円とする新たな
輸出額目標（牛肉：3,600 億円）の実現に向けて、「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦
略」に基づき政府一体となって更なる輸出拡大に取り組んでおり、輸出を含めた国内外の
牛肉需要に対応するため、生産基盤の強化が不可欠である。 

今後とも肉用牛経営の安定と国民から求められる国産牛肉の安定供給を図っていくため
には、引き続き、本特例措置の継続が必要不可欠である。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

［大目標］ 

 食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農山漁村の振興、農業の多面

的機能の発揮、森林の保続培養と森林生産力の増進、水産資源の適切な保

存・管理等を通じ、国民生活の安定向上と国民経済の健全な発展を図る。 

［中目標］ 

農業の持続的な発展 

［政策分野］ 
需要構造等の変化に対応した生産基盤の強化と流通・加工構造の合理化 
 

政 策 の 

達成目標 

「食料・農業・農村基本計画（令和２年３月閣議決定）」における令
和 12年度※の牛肉（部分肉）生産量を達成目標としている。 
※目標年度については、食料・農業・農村基本計画において 10 年後の数値目標が設

定されることから令和 12 年度とした（５年毎に見直し）。 

 
 目  標 

 平成 30 

年度(A) 

令和 12 

年度(B) 

年平均伸び率 

(%) 

(30～12 年度) 

比率 

(%) 

(B)/(A) 

牛肉（部分肉）生産量 

＜枝肉換算＞ 

（単位：万トン） 

33 
＜48＞ 

40 
＜57＞ 

0.58 147 

 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
所得税 令和６年１月１日から令和８年 12月 31日 
法人税 令和６年４月１日から令和９年 ３月 31日 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
政策の達成目標と同じ 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
本特例措置を講ずることにより、肉用牛の売却所得に係る税負担が軽

減され、減税額を繁殖用雌牛の増頭や施設整備等のための資金に充当す

ることにより、規模拡大等による経営体質の強化が図られることとな

る。これを通じて肉用牛経営の安定と国産牛肉の安定的な供給に寄与す

る。 
 
［牛肉生産量の推移］ 

 

 

30年度 元年度 ２年度 ３年度 

牛肉（部分肉）生産量 

＜枝肉換算＞ 

（単位：万トン） 

33 

＜48＞ 

33 

＜47＞ 

34 

＜48＞ 

34 

＜48＞ 

 
（農林水産省：食肉流通統計） 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

 
区分 

 

３年度 

（見込み） 

４年度 

（見込み） 

５年度 

（見込み） 

件数 

 

 
22,013 

 
22,013 

 
22,013 

減税額 

（百万円） 

 
10,257 

 
10,257 

 
10,257 

区分 

 

６年度 

（見込み） 

７年度 

（見込み） 

８年度 

（見込み） 

件数 

 

 
22,013 

 
22,013 

 
22,013 

減税額 

（百万円） 

 
10,257 

 
10,257 

 
10,257 
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要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

本特例措置を講ずることにより、肉用牛の売却所得に係る税負担が軽
減され、減税額を繁殖用雌牛の増頭や施設整備等のための資金に充当す
ることにより、規模拡大等による経営体質の強化が図られることとな
る。これを通じて肉用牛経営の安定と国産牛肉の安定的な供給に寄与す
る。また、離島、山村地域等条件不利地域を含む国土の保全・有効活用
等による地域経済の活力維持に寄与する。 
 

相 

当 
性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
肉用牛の売却による農業所得の課税の特例措置（地方税） 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

肉用子牛生産者補給金制度（令和４年度 66,227百万円） 
  肉用子牛の平均売買価格が保証基準価格を下回った場合に国から補
給金を交付。 
 

肉用牛肥育経営安定交付金制度（令和４年度 97,726百万円） 
標準的販売価格が標準的生産費を下回った場合、その差額の一部を

交付金として交付。 
 
肉用牛経営安定対策補完事業（令和４年度 3,636百万円） 

繁殖雌牛の増頭に資する簡易牛舎等の整備の支援、離島及び山振地
域における肉用子牛の集出荷促進及び、繁殖雌牛の増頭の取組を支援
する。 

 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 本特例措置は、上記予算措置とともに、資金効率が悪く、経営リスク
の高い肉用牛経営の安定を図るとともに、規模拡大等による経営体質の
強化を促進し、国産牛肉の安定的な供給に資するものである。 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

本特例措置は、国産牛肉の安定供給を図るための肉用牛生産振興対策

の一つとして発足し、我が国の肉用牛生産振興上、重要な役割を果たし

てきている。また、離島や山振地域等の条件不利地域等における国土の

有効利用と地域振興に寄与している。 

これまで本特例措置の適用を受けてきたが、高齢化に伴う離農が進展

する中、昨今のウクライナ情勢の緊迫化に伴う飼料穀物や原油等の価格

高騰による生産コストの増加や、国際経済連携協定に基づく段階的な関

税削減の影響が懸念されるなど、肉用牛経営は引き続き厳しい環境にあ

る。 

さらに、「食料・農業・農村基本計画」に掲げた令和 12 年度までに５

兆円とする新たな輸出額目標（牛肉：3,600 億円）の実現に向けて、「農

林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」に基づき政府一体となって更なる

輸出拡大に取り組んでおり、輸出を含めた国内外の牛肉需要に対応する

ため、さらなる生産基盤の強化が不可欠である。 
このため、肉用牛農家の経営の安定を図り、条件不利地域の産業基盤

の維持、新たな雇用の創出を促し、輸出を拡大していく上でも本特例措
置について、適用期限を延長する必要がある。 
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
区分 30年度 元年度 ２年度 

件数 

 

22,699 
（21,447） 

21,361 
（21,447） 

19,267 
（21,447） 

減税額 

（百万円） 

15,915 
（16,743） 

14,860 
（16,743） 

10,065 
（16,743） 

 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
根拠条文 適用件数 適用総額 

67の 3 1,893 321億円 

（令和２年度租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（第 208
回国会報告）） 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

本特例措置を講ずることにより、肉用牛の売却所得に係る税負担が軽
減され、減税額を繁殖用雌牛の増頭や施設整備等のための資金に充当す
ることにより、規模拡大等による経営体質の強化が図られることとな
る。これを通じて肉用牛経営の安定と国産牛肉の安定的な供給に寄与す
る。 
 

［肉用牛農家の１戸当たりの飼養頭数の推移］ 
 30 年 

（実績） 

31 年 

（実績）※ 

２年 

（実績） 

３年 

（実績） 

1 戸当たりの頭数 
52.0 

 

54.1 

(55.4) 

 

58.2 

 

61.9 

※：令和２年から統計手法が変更されたため、令和２年の集計結果を用いて集計した平成 31 年

の数値を括弧内に参考値として記載 

（農林水産省：畜産統計） 

 

［特例措置適用者の１戸当たりの飼養頭数の推移］ 

 ２年 

（実績） 

３年 

（実績） 

1 戸当たりの頭数（個人） 45.8 51.7 

1 戸当たりの頭数（法人） 949.2 1,099.8 

（食肉鶏卵課：肉用牛売却所得の課税の特例に関する実態調査  

（令和３年）） 
１戸当たりの飼養頭数は増加しており、規模拡大は進んでいる。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
 目  標 

 平成 25 

年度(A) 

平成 37 

年度(B) 

年平均伸び率 

(%) 

(25～37 年度) 

比率 

(%) 

(B)/(A) 

牛肉（枝肉）生産量 

（単位：万トン） 
51 52 0.16 102 

 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

前回要望時（令和元年）において、目標としていた牛肉生産量 52 万ト
ン（目標年度は平成 37 年度）に対し、令和元年度以降、牛肉の生産量は
前年度を上回って推移したものの、令和３年度実績は 48 万トンにとどま
った。 
この主な要因として、肉用牛繁殖雌牛は増加傾向で推移し、１戸当た

りの飼養頭数は拡大しているものの、肉用子牛生産者の高齢化等の進展
により小規模層を中心に飼養戸数が減少したため、牛肉生産量の大幅な
増加にはならなかったことが考えられる。 
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これまでの 

要 望 経 緯 

令和 ２年度：延長 
平成 29年度：延長 
平成 26年度：延長 
平成 23 年度：延長、１戸当たりの売却頭数の上限見直し（2,000 頭から

1,500 頭）、1 頭当たりの売却価額の上限を見直し（交雑
種の売却価額 100万円から 80万円） 

平成 20 年度：延長、1 戸当たりの売却価額に上限（2,000 頭）を設定、1
頭当たりの売却価額の上限を見直し（乳用種の売却価額
100万円から 50万円） 

平成 17年度：延長、適用期間を 5年間から 3年間に短縮 
平成 16年度：農業災害補償法の改正に伴う規定の整備 
平成 12年度：延長 
平成  7年度：延長 
平成 2年度：延長、農協等の指定要件の変更、農協等への委託販売の 

対象に肉専用種子牛を拡大 
昭和 60年度：延長 
昭和 55年度：延長、子牛の生産の用に供されたことのない乳用雌牛の 

追加、100万円以上の肉用牛を課税 
昭和 52年度：延長 
昭和 49年度：乳用雄子牛の価格安定事業を行う農林水産大臣の指定を 

受けた農協等を追加 
昭和 47年度：延長 
昭和 45年度：食肉センター等のうち農林水産大臣の認定を受けた市場 

を追加 
昭和 44年度：条例市場のうち農林水産大臣の認定を受けた市場を追加 
昭和 42年度：創設 
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